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１．安全管理制度の概要
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１１－１－１．中国における食品安全管理の基本法：食品安全法．中国における食品安全管理の基本法：食品安全法

中国において、食品安全管理の基本法となっているのは、2009年2月28日議決・2009年6月1日

施行の「中華人民共和国食品安全法」（以下、食品安全法とする）である。

食品衛生法と食品安全法の大きな違いは、立法目的である。
食品衛生法：身体の健康や体質増強

食品安全法：上記を含めた「生命の安全」

食品安全法

全104条

第一章 総則

第二章 食品安全リスクモニタリングと評価

第三章 食品安全標準

第四章 食品の生産と経営

第五章 食品検査

第六章 食品輸出入

第七章 食品安全事故処理

第八章 監督管理

第九章 法律責任

第十章 附則
2009年

食品安全法成立

米国でのチャ
イナフリーの
行動

2007年
中国産食品な
どの安全性に
対する世界的
な報道

2008年
メラミン混入
問題

2004年
食品安全法の検討

開始

成立までの5年間で
さまざまな問題の
影響を受け、対応
を迫られた。
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１－１－２．生産管理に関する規定２．生産管理に関する規定

食品安全法第２条

（前略）
食用の農産物（以下、食用農産物と略称する）の品質安全管理については、「中華人民共和国
農産品品質安全法」の規定を遵守する。ただし、食用農産物の品質安全基準の制定、食用農
産物の安全関連情報の公表にあたっては、本法の関連規定を遵守しなければならない。

第2条のポイント：食用農産物の品質安全管理に適用されるのは「中華人民共和国農産品品質安全法」

生産 加工 流通 販売

食品

農産品

農産品
品質
安全法
（2006年
制定）

標準化法（1989年制定）＜修正中＞

食品安全法
（2009年制定）

食品安全法
制定後

生産 加工 流通 販売

食品

農産品

農産品
品質
安全法
（2006年
制定）

標準化法（1989年制定）＜修正中＞

食品安全法
（2009年制定）

食品安全法
制定後

＜食品安全法の適用範囲＞
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１－１－３．中華人民共和国農産品品質安全法の概要３．中華人民共和国農産品品質安全法の概要

食用の農産品の生産に関して、安全基準から出荷の際の包装・表示まで全般的
に定めている

法の概要

① 法に基づく行政を推進し、中国の農産物の品質安全管理に係る法律の空白を
埋める客観的な要求に基づくものであり、体制の刷新、構造の刷新と管理の刷
新を推進するものである

②農産物の競争力を向上させ、農業の対外開放と国際競争への参加に対応する
重大な措置であり、法律規定に厳格に基づき、農業の標準化を推進し、農産
物の品質安全に関する水準を高め、中国農産物の競争力の全般的な向上を
図る

（参照：河原 壽「中国における農産物安全性の動向」）

ポイント

農産物の品質安全を保障し、公衆の健康を保護するとともに、農業と農村経済の
発展を促す（農産品品質安全法第1条）

法の目的

2006年制定
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１－１－４．農産品品質安全法に基づいた認証制度４．農産品品質安全法に基づいた認証制度

農産品品質安全法第三十二条によると、農産物品質安全基準に合致した農産物を生産する生

産者は、無公害農産品マークの使用を申請することができる。

また、同上後段によると、優良農産物基準に合致すれば、生産者は農産物品質マークを使用

することができる。

＜中国の農産物認証制度＞

多

少

普通野菜

無公害野菜

緑色野菜

有機野菜農
薬
使
用
量

＜中国の農産物認証制度＞

多

少

普通野菜

無公害野菜

緑色野菜

有機野菜農
薬
使
用
量

質検総局

認監委

農業部

緑色食品発展センター

農産品品質安全センター

中緑華夏有機食品認証センター

緑色食品

無公害農産品

有機食品 国保有機産品認証センター

登録

海外有機認証機構

環境保護総局

登録

登録

認証

認証認 証

認 証

認 証

質検総局

認監委

農業部

緑色食品発展センター

農産品品質安全センター

中緑華夏有機食品認証センター

緑色食品

無公害農産品

有機食品 国保有機産品認証センター

登録

海外有機認証機構

環境保護総局

登録

登録

認証

認証認 証

認 証

認 証

＜認証のスキーム＞

出典：農林水産省「平成19年度農林水産物貿易円
滑化推進事業のうち品目別市場実態調査」
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１－１－５５．認証の種類とその詳細．認証の種類とその詳細

①各省の農業庁

・無公害農産品産地として認定（産地環境のモニタリング検査を含む）
・「無公害農産品産地認定書」を交付

②省農業庁以外の無公害農産品業務機構

・「無公害農産品産地認定証書」と添付資料に記載された内容の確認
・生産プロセスにおいて禁止された農業投入財が使用されていないか、

また、使用方法がルールに従っているかを確認

③無公害農産品定点検査機構

・申請産地のサンプル調査・検査

④専業認証センター（農業部農産品品質安全センター傘下）

・②の審査内容および申請資料の再調査
・生産過程でのコントロール措置の実行性、生産記録調査と製品検査報告の

合致製に対する審査の実施

⑤農業部農産品品質安全センター

・④が審査した状況を再度様式検査
・“認証審議専門家会議”において最終審議を実施

⑥農業部農産品品質安全センター

・無公害農産品証書の交付
・無公害農産品の標示を発行

・農業部および国家認証監督委員会に報告

①各省の農業庁

・無公害農産品産地として認定（産地環境のモニタリング検査を含む）
・「無公害農産品産地認定書」を交付

①各省の農業庁

・無公害農産品産地として認定（産地環境のモニタリング検査を含む）
・「無公害農産品産地認定書」を交付

②省農業庁以外の無公害農産品業務機構

・「無公害農産品産地認定証書」と添付資料に記載された内容の確認
・生産プロセスにおいて禁止された農業投入財が使用されていないか、

また、使用方法がルールに従っているかを確認

②省農業庁以外の無公害農産品業務機構

・「無公害農産品産地認定証書」と添付資料に記載された内容の確認
・生産プロセスにおいて禁止された農業投入財が使用されていないか、

また、使用方法がルールに従っているかを確認

③無公害農産品定点検査機構

・申請産地のサンプル調査・検査

③無公害農産品定点検査機構

・申請産地のサンプル調査・検査

④専業認証センター（農業部農産品品質安全センター傘下）

・②の審査内容および申請資料の再調査
・生産過程でのコントロール措置の実行性、生産記録調査と製品検査報告の

合致製に対する審査の実施

④専業認証センター（農業部農産品品質安全センター傘下）

・②の審査内容および申請資料の再調査
・生産過程でのコントロール措置の実行性、生産記録調査と製品検査報告の

合致製に対する審査の実施

⑤農業部農産品品質安全センター

・④が審査した状況を再度様式検査
・“認証審議専門家会議”において最終審議を実施

⑤農業部農産品品質安全センター

・④が審査した状況を再度様式検査
・“認証審議専門家会議”において最終審議を実施

⑥農業部農産品品質安全センター

・無公害農産品証書の交付
・無公害農産品の標示を発行

・農業部および国家認証監督委員会に報告

⑥農業部農産品品質安全センター

・無公害農産品証書の交付
・無公害農産品の標示を発行

・農業部および国家認証監督委員会に報告

＜無公害農産品認証の申請から発行までの手続き＞

出典：森 路未央「中国における食品
安全政策・政府の管理体制の現状と
課題」
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１－１－６６．認証の種類とその詳細．認証の種類とその詳細

「AA級」（有機食品と同等レベ
ル）と「A級」（日本の特別栽培
（減農薬・減化学肥料栽培）レ
ベル）に分けられる。

その他特記事項

費用を徴収していない。取得にかかる費用

2000近くの企業2,371企業
6,263製品
8,300万トン（2007年）

単位は14,806事業体
産品は23,636件
生産総量は1.44億トン

取得団体数

「中緑華夏有機食品認証セン
ター」（中緑華夏有機食品認
証中心：COFCC)

「中国有機食品発展セン
ター」（中国有機食品発展中
心：OFDC)

「中国緑色食品発展センター」
（中国緑色食品発展中心：
CGFDC）

「農産物品質安全センター」
（農産物質量安全中心）等

認証主体

2002年1994年1990年2002年制度開始年

コーデックス委員会の「ガイド
ライン」に依拠。

IFOAM（国際有機農業運動
連盟）が策定した有機農業基
準に依拠。

コーデックス委員会の「ガイドラ
イン」に基づく国家農業部「緑
色食品標準」に依拠。

生産プロセスにおいて、人工
合成された安全な科学農薬、
動物用医薬品、肥料、飼料添
加物等を量、品種、期間、を限
定して使用することを許可して
おり、国の食品衛生標準を満
たすこととされている。

基準

「有機農業」とは、有機農業生産標準に基づき、自然法則及び
生態学の原理に従って行われ、遺伝子組み換え技術や化学
合成農薬、化学肥料、成長調整剤などの物質を使用せず、持
続的発展が可能な一連の営農技術を採用した生産プロセスを
維持する農業を指す。「有機製品」は、有機農業の原理及び有
機製品の製造、加工標準に基づいて算出される農畜産物、水
産物、加工食品、飼料等であり、有機製品認証機構の認証を
経た製品を指す。

「緑色食品」とは、持続可能な
発展の原則に従い、化学肥料、
農薬の使用量を制限し、有害
生産資材の使用を禁止するな
ど、環境に配慮した特定の方
式により生産・製造された食品
を指す。

「無公害農産品」とは、産地の
環境、生産プロセス及び産品
の品質が関係する国家標準及
び規範の用件を満たすことに
より認証を受け、無公害農産
品の表示を許可するもの。

概要

有機製品認証緑色食品認証無公害農産品認証

「AA級」（有機食品と同等レベ
ル）と「A級」（日本の特別栽培
（減農薬・減化学肥料栽培）レ
ベル）に分けられる。

その他特記事項

費用を徴収していない。取得にかかる費用

2000近くの企業2,371企業
6,263製品
8,300万トン（2007年）

単位は14,806事業体
産品は23,636件
生産総量は1.44億トン

取得団体数

「中緑華夏有機食品認証セン
ター」（中緑華夏有機食品認
証中心：COFCC)

「中国有機食品発展セン
ター」（中国有機食品発展中
心：OFDC)

「中国緑色食品発展センター」
（中国緑色食品発展中心：
CGFDC）

「農産物品質安全センター」
（農産物質量安全中心）等

認証主体

2002年1994年1990年2002年制度開始年

コーデックス委員会の「ガイド
ライン」に依拠。

IFOAM（国際有機農業運動
連盟）が策定した有機農業基
準に依拠。

コーデックス委員会の「ガイドラ
イン」に基づく国家農業部「緑
色食品標準」に依拠。

生産プロセスにおいて、人工
合成された安全な科学農薬、
動物用医薬品、肥料、飼料添
加物等を量、品種、期間、を限
定して使用することを許可して
おり、国の食品衛生標準を満
たすこととされている。

基準

「有機農業」とは、有機農業生産標準に基づき、自然法則及び
生態学の原理に従って行われ、遺伝子組み換え技術や化学
合成農薬、化学肥料、成長調整剤などの物質を使用せず、持
続的発展が可能な一連の営農技術を採用した生産プロセスを
維持する農業を指す。「有機製品」は、有機農業の原理及び有
機製品の製造、加工標準に基づいて算出される農畜産物、水
産物、加工食品、飼料等であり、有機製品認証機構の認証を
経た製品を指す。

「緑色食品」とは、持続可能な
発展の原則に従い、化学肥料、
農薬の使用量を制限し、有害
生産資材の使用を禁止するな
ど、環境に配慮した特定の方
式により生産・製造された食品
を指す。

「無公害農産品」とは、産地の
環境、生産プロセス及び産品
の品質が関係する国家標準及
び規範の用件を満たすことに
より認証を受け、無公害農産
品の表示を許可するもの。

概要

有機製品認証緑色食品認証無公害農産品認証

参照：石川武彦「中国
食品安全法制の新局
面」
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２．トレーサビリティ制度について
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２－２－１１．中国が目指す安全な食品の国内供給システム．中国が目指す安全な食品の国内供給システム

・登録農場制（作付生産資料管理など）

・検査（作付生産資料管理など）
・認証（HACCAP,ISOなど）

安全管理規制

農場
外資企業
龍頭企業

生産・加工段階

農場
農家

龍頭企業
農民専業合作組織

輸出段階

港湾（税関）・検疫

外食段階

レストランなど

外食段階

レストランなど

消費段階

消費者

卸売市場
農貿市場
スーパーなど

国内卸・小売段階

・標準化（国家、地方、業界など）
・検査（法定、強制、自社など）
・認証（有機、緑色、無公害、

ブランド化）
・生産資材管理（農薬、肥料など）

安全管理規制

・生産許可証
・強制検査
・検査証明
（センシィティブ品目）

・登録農場制

市場アクセス制度

・ラベル（QSマーク）の貼付
・包装
・仕入・返品管理制度
・品質安全検査測定制度
・食品リコール制度

市場アクセス制度

海
外
市
場

国
内
供
給

・登録農場制（作付生産資料管理など）

・検査（作付生産資料管理など）
・認証（HACCAP,ISOなど）

安全管理規制

・登録農場制（作付生産資料管理など）

・検査（作付生産資料管理など）
・認証（HACCAP,ISOなど）

安全管理規制

農場
外資企業
龍頭企業

生産・加工段階

農場
農家

龍頭企業
農民専業合作組織

輸出段階

港湾（税関）・検疫

外食段階

レストランなど

外食段階

レストランなど

消費段階

消費者

卸売市場
農貿市場
スーパーなど

国内卸・小売段階

・標準化（国家、地方、業界など）
・検査（法定、強制、自社など）
・認証（有機、緑色、無公害、

ブランド化）
・生産資材管理（農薬、肥料など）

安全管理規制

・生産許可証
・強制検査
・検査証明
（センシィティブ品目）

・登録農場制

市場アクセス制度

・ラベル（QSマーク）の貼付
・包装
・仕入・返品管理制度
・品質安全検査測定制度
・食品リコール制度

市場アクセス制度

海
外
市
場

国
内
供
給

出典：森 路未央「中国における食品安全政策・政府の管理体制の現状と課題」
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２－２－２２．．トレーサビリティ制度について（製造過程）トレーサビリティ制度について（製造過程）

食品安全法第３６条

食品製造者は、食品原料、食品添加物、食品関連製品を調達する場合、供給者の許可証お
よび製品合格証明文書を確認しなければならない。
合格証明文書を提出されない食品の原料に対しては、食品安全基準に基づき検査を実施しな
ければならない。
食 品安全基準に適合しない食品原料、食品添加物、食品関連製品を調達又は使用してはな
らない。
食品製造企業は、食品原料、食品添加物、食品関連製品の入荷確認記録制度を構築しなけ
ればならず、食品原料、食品添加物、食品関連製品の名称、規格、数量、提供者の名称および
連絡方法、入荷日等の内容を事実の通り記録しなければならない。
食品原料、食品添加物、食品関連製品の入荷確認記録は真実でなければならず、保存期限
は二年を下回ってはならない。

食品製造企業は、食品出荷検査記録制度を構築しなければならず、出荷する食品の検査合
格証と安全状況を確認し、食品の名称、規格、数量、製造日、製造ロット 番号、検査合格証番
号、購入者の名称および連絡方法、販売日等の内容を事実の通り記録 しなければならない。

食品安全法第３７条
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２－２－３３．．トレーサビリティ制度について（販売過程）トレーサビリティ制度について（販売過程）

食品安全法第３９条

食品販売者は、食品を調達する際、供給者の許可証ならびに食品合格証明 文書を確認しな
ければならない。
食品販売企業は、食品入荷確認記録制度を構築し、食品の名称、規格、数量、製造ロッ ト番
号、品質保証期間、供給者の名称及び連絡方法、入荷日等の内容を事実の通り記録しなけれ
ばならない。
食品入荷確認記録は、真実でなければならず、保存期限は二年を下回ってはならない。 統
一的な配送・販売方式を実施する食品販売企業は、企業の本部が統一的に供給者の許可証と
食品合格証明文書を確認し、食品入荷確認記録を行うことができる。

食品安全法には、「索票索証」―食品事業者に営業許可証その他必要な書類の提示・確
認、取引記録の作成を行うこと―を義務付ける規定がある。索票索証の徹底により、食品事
故発生時に迅速な商品の回収や早期の原因究明、再発防止処置を行うねらいがある。
食品安全法の規定では、食品事業者間で営業許可証と食品の検査合格証の提示・確認を
義務付け、無許可営業や食品安全標準に適合しない安全性に問題のある食品が流通する
ことを防止する措置もセットで講じる形となっている。
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２－２－４４．．トレーサビリティ制度について（イメージ図）トレーサビリティ制度について（イメージ図）

物品提供者→食品製造企業or食品販売企業

営業許可証 製品合格証明書 合格証明書類ない場合

食品安全標準に基づく検査

食品製造企業
入荷検査記録
食品原料、食品
添加物、食品関
連製品の①名称
②規格③数量④
提供者の名称及
び連絡方法⑤仕
入れ期日等

出荷検査記録
食品の①名称②規
格③数量④製造期
日⑤製造番号⑥検
査合格証

保存（最低2年）

食品合格証明書

食品販売企業・飲食サービス企業

入荷検査記録
食品の
①名称②規格③数量④製造番号⑤品質保証期
限⑥提供者の名称及び連絡方法⑦入荷期日

保存（最低2年）

保存（最低2年）

製造許可証

提示

提示

作成
作成

作成

確認

確認

物品提供者→食品製造企業or食品販売企業

営業許可証 製品合格証明書 合格証明書類ない場合

食品安全標準に基づく検査

食品製造企業
入荷検査記録
食品原料、食品
添加物、食品関
連製品の①名称
②規格③数量④
提供者の名称及
び連絡方法⑤仕
入れ期日等

出荷検査記録
食品の①名称②規
格③数量④製造期
日⑤製造番号⑥検
査合格証

保存（最低2年）

食品合格証明書

食品販売企業・飲食サービス企業

入荷検査記録
食品の
①名称②規格③数量④製造番号⑤品質保証期
限⑥提供者の名称及び連絡方法⑦入荷期日

保存（最低2年）

保存（最低2年）

製造許可証

提示

提示

作成
作成

作成

確認

確認

出典：石川武彦「中国食品安全法制の新局面」
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２－２－５５．．トレーサビリティ制度について（参考）トレーサビリティ制度について（参考）

＜中華経済＞肉・野菜類のトレーサビリティ制度導入へ―中国
6月15日18時51分配信

11日、中国商務部の姜増偉副部長
は、食品の安全問題を話し合うセミ
ナーで、トレーサビリティ制度を中心
とした肉・野菜の安全流通制度を構
築する考えを明らかにした。写真は
北京市郊外の農村に買い付けに来
た大手スーパーのバイヤーたち。

2010年6月11日、中国商務部の姜増偉副部長は、食品の安全問題
を話し合うセミナーで、トレーサビリティ制度を中心とした肉・野菜の
安全流通制度を構築する考えを明らかにした。中国の各メディアが
伝えた。

副部長によると、中国政府は3年ほどで中国の36大都市でトレーサ
ビリティ制度を導入し、食品の流通経路を追跡し、責任を追及するこ
とができるようにするという。

このほか酒類、家畜や家禽の処理、飲食系企業の信頼性を高める
ため、これらの業界に対する監督管理制度も構築する。

（東亜通信）
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３．品質管理制度について



15 Copyright (C) 2009 The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved. [tv1.0

３－３－１．１．品質管理制度について品質管理制度について

食品安全法第３３条

国は、食品製造・販売する企業が適正製造規範（GMP）の要求を満たし、危害分析重要管理
（HACCP）を実施し、食品安全管理水準を向上させることを奨励する。
適正製造規範（GMP)、危害分析重要管理点（HACCP)認証を経た食品製造・販売企業に対し
て、認証機関は法に基づき追跡調査を実施しなければならず、認証の条件に適合しなかった企
業に対しては、法に基づいて認証を取り消して、すみやかに関連の品質監督部門、工商行政管
理部門、食品薬品監督管理部門に通報し、社会一般に対しても公表する。
認証機関が実施する追跡調査はいかなる費用も徴収しない。

・国は、食品製造・販売企業が適正製造規範（ＧＭＰ）要件を満たすことを奨励し、ＨＡＣＣＰ（危害分析重
要管理点）システムを実施し、食品安全管理水準を向上させることを奨励すると規定している。（※注釈）
・ＧＭＰやＨＡＣＣＰシステムを通じて認証された食品製造・販売企業について、認証機構は、法律に基づ
いて追跡調査を実施し、認証要件を再度満たさなかった企業に対しては、認証を取り消し、遅滞なく関係
行政機関に通報するとともに、社会に公表しなければならない。
・認証機構の追跡調査については、いかなる費用も徴収しないとしている。

※注釈
1.ＧＭＰ(Good Manufacturing Practice)
製品の均質化を図り、その安全性と信頼性を高めるために、衛生的、合理的で作業しやすい適切な製造環境の確保のための構造設備標準と、
原材料の受入れから製品の包装・出荷までの適切な手順書を作成し、これに則った管理を行う。

2.ＨＡＣＣＰ(Hazard Analysis Critical Control Point)：
1960 年代に米国で宇宙食の安全性を確保するために開発された食品の衛生管理手法である。製造の全工程においてあらかじめ危害を予測し、
その危害を防止（予防、消滅、許容レベルまでの減少）するための重要管理点を特定して、そのポイントを継続的に監視・記録し、異常が認めら
れればすぐに対策をとり解決するため、不良製品の出荷を未然に防止できる。
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３－３－２２．．品質管理制度について品質管理制度について

食品安全法第４０条

食品販売者は、食品安全を保証する要求に基づいて食品を保管し、定期的に在庫の食品を
検査し、変質又は品質保証期間を過ぎた食品をすみやかに処分しなければならない。

食品安全法第４９条

食品販売者は、食品ラベルに表示された警告表示、警告説明又は注意事項 の要求に基づい
て、あらかじめ包装された食品を販売しなければならない。

食品安全法第５０条

製造・販売食品には、薬品を添加してはならない。
但し、伝統的な食品や漢 方薬材でもある物質は添加することができる。
伝統的食品でもあり漢方薬材でもある物質 の目録は、国務院衛生行政部門が制定し、公布
する。
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４．表示制度について
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４－４－１．１．表示制度について表示制度について

食品安全法第４２条

あらかじめ包装された食品の包装には、ラベルがなければならない。ラベルには以下の事項
を明記しなければならない。
（一）名称、規格、正味含有量、製造日
（二）成分又は配合表
（三）製造者の名称、所在地、連絡方法
（四）品質保証期間
（五）製品の基準コード
（六）保管条件
（七）使用したすべての食品添加物の国家基準における通用名称
（八）製造許可証番号
（九）法律、法規又は食品安全基準の規定で明記すべきとされているその他の事項。
乳幼児およびその他の特定グループに専門的に供給する主食・補助食品は、そのラベルに
主な栄養成分およびその含有量を明示しなければならない。

・食品安全法は、包装された食品の包装上にはラベルを貼付しなければならないと規定し、条文中の事項
を明記しなければならないとしている。
・専ら乳幼児及びその他特定のグループの人（特定人群）に供される補助食品は、そのラベルには、主要
な栄養成分及びその含有量を明記しなければならない。（※注釈）

※注釈
「特定のグループの人」とは、特定の疾患を有する又はアレルギー等の体質を有する等の人を指す。
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４－４－２．２．表示制度について表示制度について

食品安全法第４１条

食品販売者がばら売り食品を保管する際は、保管場所に食品の名称、製造日、品質保証期
間、製造者の名称および連絡方法等の内容を明示しなければならない。
食品販売者がばら売り食品を販売する際は、ばら売り食品の容器の外側の包装に食品の名
称、製造日、品質保証期間、製造・販売者の名称および連絡方法等の内容を明示しなければな
らない。

・食品安全法は、未包装の「ばら売り」の食品（散装食品）の表示についても規定している。これ
は、食品スーパー等でばら売りされる食品の販売過程において、食品が二次的に汚染されるリ
スクに配慮して、所定事項の表示を義務付けるものである。食品販売事業者がばら売り食品を
販売するときは、容器（ケース）等に当該食品の名称、生産期日、製造・販売事業者の名称及び
連絡方法等の内容を明記しなければならない。
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４－４－３．３．表示制度について表示制度について

食品安全法第４２条

あらかじめ包装された食品の包装には、ラベルがなければならない。ラベルには以下の事項
を明記しなければならない。
（一）名称、規格、正味含有量、製造日
（二）成分又は配合表
（三）製造者の名称、所在地、連絡方法
（四）品質保証期間
（五）製品の基準コード
（六）保管条件
（七）使用したすべての食品添加物の国家基準における通用名称
（八）製造許可証番号
（九）法律、法規又は食品安全基準の規定で明記すべきとされているその他の事項
乳幼児およびその他の特定グループに専門的に供給する主食・補助食品は、そのラベルに
主な栄養成分およびその含有量を明示しなければならない。

・食品安全法は、包装された食品の包装上にはラベルを貼付しなければならないと規定し、条文中の事項
を明記しなければならないとしている。
・専ら乳幼児及びその他特定のグループの人（特定人群）に供される補助食品は、そのラベルには、主要
な栄養成分及びその含有量を明記しなければならない。


